

















通報者 (authors) は､ サヤディ (Nabil Sayadi) とその妻ヴァンク
(Patricia Vinck) である｡ サヤディ氏は1966年レバノン生まれ､ ヴァ
ンク氏は1965年ベルギー生まれであり､ 両者ともにベルギー国籍をもっ
ている｡







に基づき通報者の刑事捜査を開始した｡ さらに締約国は､ 11月19日､ 通
報者がそれぞれ世界救済基金 (Fondation Secours Mondial) の理事
(director) とその秘書であり､ 同団体は､ 既にリスト化されている米
国のグローバル救済基金 (Global Relief Foundation) の欧州支部で
あると制裁委員会に報告した｡ 制裁委員会は2003年１月23日､ 通報者
をリスト化した｡ 通報者には子供が４人おり､ 犯罪履歴もなかったが､


















 締約国の主張によれば､ グローバル救済基金は､ 米国で活動するイスラム慈
善団体であり､ アル・カイーダへ資金提供を行っている｡ 通報者の属する世界
救済基金は､ その欧州支部である｡ Views, Communication No.1472/2006,
CCPR/C/94/D/1472/2006, 29 December 2008, para.4.2. 以下､ サヤディ事
件の見解を引用する場合は､ Viewsとのみ表記する｡ なお､ グローバル救済基
金は米国連邦政府命令の無効を求めて連邦地方裁に訴えを起こした｡ Gestri,
Marco,“Legal Remedies against Security Council Targeted Sanctions:
de Lege Lata and de Lege Ferenda Options for Enhancing the Protection
of the Individual”17 Italian Yearbook of Int’l Law (2007), p.34.
14日､ 通報者は委員会に通報した｡
通報者は､ 締約国による規約第２条３項 (実効的救済を受ける権利)､
第12条 (移動・出国の自由)､ 第14条１､ ２及び３項 (公正な裁判を受
ける権利)､ 第15条 (遡及処罰の禁止)､ 第17条 (私生活・名誉及び信用
の尊重)､ 第18条 (思想・良心及び宗教の自由)､ 第22条 (結社の自由)､
第26条 (法の前の平等・無差別) そして第27条 (少数民族の保護) 違反
を主張した｡






続｣ に合致する｡ さらに通報者は人道的例外条項を援用しておらず､ 議
定書第５条２項(b)にいう ｢利用しうるすべての国内救済措置を尽くし





























(basic expenses) に必要であると決定する場合には､ その分の資産凍
結の不適用を締約国に許可するものである｡ たとえもし通報者が同条項
を援用したとしても､ それは規約違反に対する実効的な救済とはならな
いであろう｡ 従って､ 人道的例外条項の援用は､ 通報者が委員会に通報
する前に尽くすべき利用可能な実効的救済とはいえない (7.4項)｡
規約第２条３項､ 第12条､ 第14条１, ２及び３項､ 第15条及び第17条
については､ 通報者によって提出された事実が事案の実体 (merit) に

















て､ 委員会は第46条の関連性を検討する｡ 第46条は､ 規約のいかなる規
定も､ 国連憲章規定の適用を妨げるものと解釈してはならないと定めて
いる｡ しかしながら､ 委員会は､ 本件において国連憲章規定の適用を
妨げるような規約規定の解釈に関する問題は生じないと考える｡ 本件は､
安保理決議の履行に際して締約国がとった国内措置と規約の適合性に関




が存在した｡ しかし､ 第12条に規定される移動の自由は､ 絶対的な権利
ではない｡ 12条３項によれば､ 締約国は､ その制限が､ 法律で定められ､

















のである｡ しかし､ 委員会は､ 安保理決議を履行するためにとられた国
内措置の規約との適合性を審議する権限をもつ｡ 規約で保護される権利




の秩序を保護するために必要な､ という第12条３項の ｢制限｣ を構成し






































第14条２､ ３項及び第15条違反の訴えについて｡ 通報者は､ 自らに科
せられた制裁は刑事的性質のものであり､ 締約国は制裁の執行に加えて
刑事捜査を開始したと主張する｡ 締約国は､ 資産凍結は刑事的手続や有
































































 なお､ 見解の第13項では､ 他の見解と同様に､ 締約国に対してフォローアッ
プが要請されたが､ 2009年７月までにベルギーによる応答はないようである｡
See Report of the Human Rights Committee, A/64/40 (Vol. I), p. 131.
但し､ 後に触れるように､ サヤディらは2009年７月20日にリストから削除され
た｡ また､ ベルギーも2009年に入ってから､ 上述の ｢同志の国々｣ に参加して､
安保理における手続の改善に向けて努力している｡
 ミラノヴィッチによれば､ 国際法規範の抵触には義務と義務の抵触 (狭義)
と義務と権利の抵触 (広義) があり得る｡ 前者の場合にはとりわけ抵触の解決
が難しくなる｡ Milanovic´ , Marko,“Norm Conflict in International Law:
Whither Human Rights?, 20 Duke Journal of Comparative & Int’l
Law (2009), pp.72-73.
 水島朋則 ｢対テロ安保理決議の実施における自由権規約違反の可能性―サヤ
ディ他対ベルギー事件―｣ 『国際人権』 第20号､ 2009年､ 116頁｡

























 小畑郁 ｢個人に対する国連安保理の強制措置と人権法によるその統制｣ 『国
際問題 (電子版)』 第592号､ 2010年､ 10頁｡







委員は､ ECJのカディ事件と比較する｡ カディ事件では､ EC規則によっ
て制裁を課されている者が証拠について知らされうることそして審理さ
れることを認めるメカニズムの提供に失敗しているということに基づい



















 Ibid, pp.32-33. さらに､ カディ事件においてもEC規則を無効とする命令の
執行を３ヶ月停止したことを指摘する｡
 なお､ 受理可能性の段階でケーリン・岩沢両委員は､ 資産凍結措置は通報者
の違反容疑に対する制裁の目的で行われるものではなく､ 行政的性質のもので
あり､ 第14条２項及び３項､ 第15条に関する訴えは事項管轄権の観点から受理
不能とすべきであったと述べていた｡ Ibid, p.28. しかし資産凍結措置の半永
久性を主な根拠として､ これを法的処罰 (legal penalty) にあたると見なす
見解はなお根強いと思われる｡
約委員会は違反の根拠をベルギーが通報者の情報を制裁委員会に通告し







あったことを想起｣ し､ 締約国の非リスト化要請にも関わらず､ 通報者
の名前と情報がいまだに一般にアクセス可能であることに責任があると
述べる｡















































 Milanovic´ , Marko,“The Human Rights Committee's Views in Sayadi
v. Belgium: A Missed Opportunity, 1 Go¨ettingen Journal of Int’l Law (2009),
p.529.
 Views, para.10.13.
 水島 ｢前掲論文｣ (注9) 116頁｡

















計画され､ 安保理は､ ｢平和に対する脅威｣ に立ち向かい ｢国際の平和
と安全の維持又は回復のため｣ に行動している｡ 従って､ 憲章第48条２

























た｡ こうして､ 規約委員会の決定は､ 直接的にはベルギーに対して向け
られたものではあるが､ 最終的には安保理への間接的なシグナルだとい
うのである｡















 Keller, Hellen, & Fischer, Andreas,“The UN Anti-terror Sanctions
Regime under Pressure, 9 Human Rights Law Review (2009), p.264.


























































であったのは､ おそらくこの基準である､ と指摘する｡ Views, p.37.





意見29) を指摘する｡ Views, p.37.
安保理のレベルにおける適正手続保護の不在がリスト化手続の国連憲章
違反を意味し､ 従って国連安保理決議は第103条によりICCPRに優越す



























































































のように抵触する条約を ｢無効｣ にするわけでもない｡ その意味で､ 抵
触の場合に､ 具体的にどのような法的結果が生み出されるか必ずしも明
らかではない｡ 安保理決議に基づく義務が ｢優越｣ することが明らかで
あるのみである｡ そのような安保理決議が ｢憲章に従って｣ 採択されたも
のである以上､ 全く他に制約がないのかどうかが､ まず問題となる｡









 佐藤哲夫 ｢国際社会の共通利益と国際機構｣ 大谷良雄編 『共通利益概念と国
際法』 国際書院､ 1993年､ 93頁｡ See also Bernhart,“Article 103, Simma,
Bruno et al (eds.), The Charter of the United Nations: A Commentary Second
Edition, vol.II, Oxford Univ. Press (2002), pp.1293-1298.
 ミラノヴィッチは､ 他の条約に基づく義務違反から生じる国の責任を阻却す
る効果があるとする｡ Milanovic´ , supra note 22, p.522.
 バウエットは､ ｢憲章に違反して行なわれた決定は拘束力をもたない…｣ と
指摘する｡ また､ 第103条は慣習国際法にまで及ばないという立場をとる｡
See Bowett, Derek,“The Impact of Security Council Decisions on Dispute
Settlement Procedures, 5 EJIL (1994), pp.89-92.
 例えば､ ｢慣習国際法として存在する一般国際法上の強行規範｣ の場合であ
る｡ 強行規範に反する義務が第103条の対象にならない点は､ 学説の一致する
ところであろう｡ ジェノサイド条約適用事件 (第２仮保全措置命令) における
エリュー・ラウターパクト個別意見参照｡ Case Concerning Application of the
Convention on the Prevention and Punishment of the Crime of Genocide (Bosnia
and Herzegovina v. Yugoslavia (Serbia and Montenegro)), Further





は､ 憲章を国際共同体の ｢憲法｣ と見なすことにより､ 慣習国際法に基
づく義務に対する優先性も含むとする立場がある｡
いずれにせよ､ 第103条が慣習国際法に基づく義務を含むかどうかに







September 1993, Separate opinion of Judge Lauterpacht, paras.89-107.
 Alvarez, Jose´ E.,“The Security Council's War on Terrorism: Problems
and Policy Options”de Wet, Erica, & Nolkaemper, Andre´ , (eds.), Review
of the Security Council by Member States, Intersentia (2003), pp.132-133.
 ベルンハルトは次のように述べる｡ ｢憲章に基づく義務がこれら (一方的行
為や約束､ 慣習国際法､ 私法契約等) の義務に対しても優先するものではない､
と推定することは正しくない｡ 第103条は､ 第25条及び国際共同体の基本文書
ないし 『憲法』 としての憲章の性格とあわせて読まれなくてはならない｡ 従っ
て､ 第103条に通底する理念は､ 憲章義務と条約以外の義務との抵触の場合に
も妥当するのである｡｣ Bernhart, supra note 40, pp.1298-1299.
 例えば､ ロッカビー事件仮保全措置命令において､ ベジャウィ判事は､ 反対
意見で次のように指摘する｡ ｢…この条文は､ 『他のいかなる国際協定 (ここで
は1971年モントリオール条約) に基づく義務』 に対して憲章に基づく義務 (例
えば､ リビアの安保理決議748 (1992) に従う義務) に優先性を付与するもの
であって､ 『義務』 を狙いとしているのであるが､ ―他方で我々は､ 私の考え
では仮保全措置によって保護されるべき 『権利』 を取り扱っている―条約以外
の起源を有する一般国際法から生じる権利を含むものではない｡｣ Case
Concerning Questions of Interpretation and Application of the Montreal
Convention Arising from the Aerial Incident at Lockerbie (Libyan Arab
Jamahiriya v. United States of America) Request for the Indication of
Provisional Measures, Order, 14 April 1992, Dissenting Opinion of





















る｡ 本稿での学説整理は､ 彼らの整理からも一定程度示唆を受けている｡ 彼ら
は､ 人権の適用可能性について主に３つのアプローチがあると指摘する｡ (a)
外部的 (external) 概念：国連を国際法主体としてみることに焦点を当て､ 関
連の国際人権基準にどの程度拘束されるかを評価する考え方､ (b) 内部的
(internal) 概念：国際組織としての国連及びその内部法秩序に焦点を当てる
考え方､ (c) 混合型 (hybrid) 概念：国連はその加盟国が拘束される限りにお
いて､ またその結果として ｢過渡的に｣ 国際人権基準に拘束されるとの考え方
である｡ Me´gret, Fe´de´ ric, & Hoffmann, Florian,“The UN as a Human
Rights Violator? Some Reflections on the United Nations Changing
Human Rights Responsibilities, 25 Human Rights Quarterly (2003), pp.
314-342.
 de Wet, Erica, The Chapter VII Powers of the United Nations Security
Council, Hart Publishing (2004), pp.191-198. より一般的に理解されている
信義誠実原則は､ 安保理の理事国 (特に常任理事国) の行動に重点をおき､ そ
れらが適切な行動をとるよう主張するというものであるが､ この観点から検討す
る論稿として､ Davidson, Elias,“The U.N. Security Council's Obligations
関に対しても向けられており､ 衡平なエストッペル (equitable estopp
el) 概念が機能するとする｡ すなわち､ 国連機関には国際人権規範に反
しないやり方で活動するという ｢正当な期待｣ がもたれており､ その期




















会 (ICRC) との間で意見が分かれていた｡ 佐藤哲夫 ｢国際組織及びその決定
の正当性―二一世紀における国際組織の課題―｣ 『思想』 第993号､ 2007年､
196頁｡ 概して言えば､ 国連は､ ４条約の適用そのものについては否定的な態
度をとりながらも､ 国連緊急軍 (UNEFⅠ) やコンゴ国連軍 (UNUC) 等の
実行を通じて､ 軍事要員の行動に適用可能な国際条約の ｢原則及び精神｣ を尊
重するという立場を貫いてきている｡ その具現化である事務総長の ｢告示｣ に
ついて､ 新井京 ｢｢国連軍による国際人道法の遵守｣ に関する事務総長告示｣
『京都学園法学』 第1号､ 2000年､ １頁｡ 国連の軍事活動における国際人道法の
役割を包括的に検討するものとして､ Zwanenburg, Marten, Accountability of
Peace Support Operations, Martinus Nijhoff Pub. (2005), 藤井京子 ｢国連平
和活動と国際人権法・国際人道法｣ 『世界法年報』 第27号､ 2008年､ 76-105頁｡
とは言えよう｡
しかし､ 具体的事例における具体的基準の適用となると､ 客観的評価
には困難を伴うことがわかる｡ 例えば､ ドゥ・ヴェットは､ 経済制裁の
文脈で各規約委員会の一般的意見を基準として検討するが､ 委員会の
一般的意見が ｢正当な期待｣ を客観的に評価する根拠たりうるのかとい



















 de Wet, supra note 48, p.217 et seq.
 Fassbender, Bardo, Targeted Sanctions and Due Process, Study
Commissioned by the United Nations Office of Legal Affairs, pp.6-8 at
http://www.un.org/law/counsel/Fassbender_study.pdf (as of 25 January
2010), 以下､ Fassbender Report.
 一般国際法の存在形式を慣習国際法に限定することの問題性を指摘するもの
として､ 小森光夫 ｢一般国際法の法源の慣習法への限定とその理論的影響 (一)























 Fassbender Report, para.8.
 例えば､ Gowlland-Debbas, Vera,“Security Council Enforcement and
Issues of State Responsibility, 43 ICLQ (1994), p.93. 安保理は､ 少なく
とも ｢あらゆる法システムに共通の公秩序という不変の要素｣ としての一般国
際法上の強行規範には従うべきである､ と述べる｡
 Orakhelashvili, Alexander,“The Impact of Peremptory Norms on
Interpretation and Application of the UN Security Council Resolutions,
16 EJIL (2005), pp.70-78.







の２つの淵源のみが妥当すると考えられる｡ しかし､ 例えば､ 国連の目
的及び原則の広範かつ曖昧な規定は､ 安保理に対する制約としてよりも
むしろ拡大の根拠として機能するので､ 制約とは捉えがたいとする見解

















 例えば､ Gowlland-Debbas, supra note 54, p.91.
 但し､ 第１審裁判所の判断は､ EC法秩序におけるEC規則の合法性が問題と
されたものであり､ 国連法秩序において国連憲章の目的及び原則に基づく判断
は､ そもそも裁判所の管轄外にあるとされていることに注意すべきである｡
Case T-306/01, Ahmed Ali Yusuf and Al Barakaat International Foundation v.
Council and Commission, 21 September 2005; Case T-315/01, Yassin
Abdullah Kadi v. Council and Commission, 21 September 2005. なお､ 第１
審裁判所の採用する強行規範概念は不用意に拡張されているとの懸念もある｡
Mart´nez, Luis M. Hinojosa,“Bad Law for Good Reasons : The








両者の違いは､ 国際人権規範の ｢適用可能性｣ という視点から検討す
ると明らかになる｡ メグレとホフマンによれば､ 適用可能性には２つの
意味がありうると指摘する｡ ひとつは､ 国連の ｢内部法秩序｣ における
適用可能性である｡ 国連は､ 確かに憲章によって ｢人権の尊重を促進及
び奨励｣ するよう拘束されるが､ しかし ｢促進及び奨励｣ の失敗はそれ
自体で人権義務の違反になるものではない｡ 憲章の文脈においては､ 国





部法的秩序からではなく､ 国際人権諸条約それ自体等 (外部法秩序) か
ら生じるということになる｡ ｢尊重｣ 義務及びより緩やかな程度の ｢確







 Me´gret & Hoffmann, supra note 47, pp.314-342.
 Ibid. しかし､ この考え方は､ 一般的には国連も義務を負うとしつつも､ 国
連が国家ではないことからどのような形でまた何故義務違反が生じるかまでは





















 例えば､ アルヴァレスは､ 憲章第１条､ 55条及び56条によって様々な人権条
約が組み込まれている (つまり､ 直接的に人権諸条約の適用がある) という見
解に疑問を呈している｡ 人権尊重の必要性が認識されているとすれば､ それは
解釈を通じた制度的実行 (institutional practices) に基づいてであるという｡
さらに､ 拘束されるとすれば強行規範となっている場合のみであるともしてい
る｡ Alvarez, supra note 44, pp.125-135.
 但し､ このことは将来的に外部法秩序に基づく法的責任と内部法的秩序に基
づく法的責任が理論的に整理されていくことを否定するものではない｡


























条及び第18条)｡ さらに､ 強行規範の範疇は､ 第４条２項の逸脱できない規定




のである｡｣ General Comment 29, CCPR/C/21/Rev.1/Add.11, 31 August
2001. なお､ 強行規範と逸脱できない権利を同一視することはできないという
点について､ 寺谷広司 『国際人権の逸脱可能性』 有斐閣､ 2003年､ 214-273頁｡
 前述のパレスチナの壁ICJ勧告的意見参照｡ また､ タジッチ事件上訴裁判部
中間判決では､ 規約第14条１項にいう ｢法によって設置された｣ という文言の
解釈について､ 規約委員会の一般的意見13と関連するいくつかの見解を参照し




場をとっているとする｡ Prosecutor v. Dusko Tadic a/k/a“Dule, Decision on






















 Clemens A. Feina¨ugle,“The UN Security Council Al-Qaida and Taliban
Sanctions Committee: Emerging Priniples of International Institutional
Law for the Protection of Individuals?, von Bogdandy, Armin, et al








小畑 ｢前掲論文｣ (注10) 13頁｡
 Buergenthal, Thomas,“The U.N. Human Rights Committee, 5 Max
Planck Yearbook of UN Law (2001), p.395.








る｡ 他方で､ 安保理の純粋な ｢自己監査｣ にも問題・限界があることが
明らかになってきている｡ 安保理が権限を拡大させて､ 個人に直接的に
影響を及ぼすような措置をとるようになればなるほど､ 個人を扱う他の















 Thallinger, Gerhard,“Sense and Sensibility of the Human Rights
Obligations of the United Nations Security Council, 67 Zao¨RV (2007),
pp.1015-1040.
 Gestri, supra note 1, pp.25-53.
 Ciampi, Annalisa,“ Individual Remedies against Security Council
Targeted Sanctions, 17 Italian Yearbook of Int’l Law (2007), pp.55-77.
当該締約国に対してさえ厳格な意味における司法審査を意味するわけで




果は､ 特殊である｡ 安保理との関係で､ 広義の ｢同一の事案｣ を扱う国
際的な司法機関を大雑把に挙げてみると､ ICCやECJ､ 欧州人権裁判所
などがある｡ 特に､ ECJや欧州人権裁判所は､ サヤディ事件とほぼ同じ








体であるという観点からは､ 旧ユーゴ国際刑事裁判所 (ICTY) のタジッ








 ECJのKadi事件､ 欧州人権裁判所のBehrami & Saramati事件等を参照｡
 Ⅲ 2 (c)で紹介したロドリー委員の意見を参照｡
 ICTY Decision supra note 64, paras.26-48. また､ 規約委員会と対照的な
点は､ そうした判断を行う権限の根拠である｡ タジッチ事件においてICTYの









であるが､ 規約委員会には､ 国際人権規範の履行確保の観点から､ 地域
的特殊性ではなく､ 一応の普遍的妥当性を主張できるという強みがあ
る｡ もちろん､ このことは､ 人権の特殊性と普遍性の議論とは一応
切り離して考えられるべきではある｡
もう１点､ 規約委員会の特殊性を利点と見なすことができる側面があ
る｡ それは､ 見解のフォローアップ制度､ 別の言い方をすれば ｢判決｣









 例えば､ 岡田泉 ｢旧ユーゴ国際刑事裁判所の設置に関する一考察｣ 『紛争解
決 (日本と国際法の100年)』 三省堂､ 2001年､ 211頁｡
 Ⅲの１の(b)を参照｡ 但し､ 非締約国にアジア・中東地域の国が多いことに
は注意が必要である｡




 判決の執行が議論されることはあまりないが､ 例えば､ 国連憲章第94条２項
には､ ICJ判決の執行について安保理の関与が規定されている｡ ｢事件の一方
の当事者が裁判所の与える判決に基いて自国が負う義務を履行しない時は､ 他
方当事者は､ 安全保障理事会に訴えることができる｡ 理事会は､ 必要と認める
ときは､ 判決を執行するために勧告をし､ 又はとるべき措置を決定することが
できる｡｣
論的には､ 欧州人権裁判所判決の執行における欧州評議会 (the Council
of Europe) の閣僚委員会と類似の任務を想定することはできるかも
しれない｡ これは､ 見解だけではなく､ 規約委員会の国家報告審査また
は一般的意見の発出についてもあてはまるであろう｡ 総会と安保理の関


















強化も含んでいる｡ すなわち､ 従来の欧州人権条約第46条 (判決の拘束力及び
執行) は ｢１ 締約国は､ 自国が当事者であるいかなる事件においても､ 裁判
所の最終判決に従うことを約束する｡ ２ 裁判所の最終判決は､ 閣僚委員会に
送付される｡ 閣僚委員会はその執行を監視する｡｣ と規定するのみであったが､




委員会の権限を定める｡ そして､ 第5項は､ 裁判所が１項違反を認定する場合は､
とるべき措置を検討するために事件を閣僚委員会に付託すると定めている｡ 第14
追加議定書の邦訳は､ 奥脇直也編集代表 『国際条約集』 有斐閣､ 2009年､ 343
頁｡
 SC/9711, 21 July 2009, see also Updated Watson Report, pp.16-17.



























あろう｡｣ 小畑 ｢前掲論文｣ (注10) 13頁｡
 Milanovic´, supra note 22, pp.531-532. この区別は､ ICJによる安保理決議
の司法審査の文脈であるがデュガードによる､ 実体的審査 (substantive
review) と付随的審査 (incidental review) の区別と関連しているように思
われる｡ 前者は､ 安保理の脅威認定を指し､ これは審査できない｡ しかし､ 後
者は認定に基づいてとられる特定の制裁措置の審査を指し､ ICJはこれを法に
基づいて審査できるというわけである｡ Dugard, John,“Judicial Review of
Sanctions, Gowlland-Debbas, Vera, (ed.), United Nations Sanctions and

























 欧州人権裁判所のBehrami & Saramati事件参照｡ この点は､ 安保理が実
際に行動していないこともあって､ あまり議論されてこなかった｡ しかし､ 強
制措置の実効性という観点からは､ 大変に重要な問題を提起しているように思
われる｡
 例えば､ 古川照美 ｢国際組織に対する国際司法裁判所のコントロール―国際
組織の権限踰越 (ultra vires)｣ 『国際法外交雑誌』 第78巻３号､ 1979年､ 3-72
頁､ 同 ｢国際組織に対する国際司法裁判所の司法的コントロール：その審査手
続について｣ 『法政研究』 第45巻３･４号､ 1979年､ 111-164頁｡
 Lopez-Jacoiste Diaz, M.a Eugenia, Actualidad del Consejo de Seguridad







ル｣ を採用した場合､ 他にも対象は拡大する｡ 国際人権規範の観点から















de las Naciones Unidas: La legalidad de sus decisiones y el problema de su
control, Editorial Civitas (2003). 本書については､ 次の書評を参照｡ Book
Review by Constantinides, 16 EJIL (2005), pp.787-791, see in particular
p.789.
 従来は経済社会理事会の機能委員会の一つであった人権委員会は､ その機能
や在り方について様々な批判を受けていた｡ 2006年３月､ 総会は､ 国連改革の
一環として新たに人権理事会を設立した｡ 名称は理事会であるが､ 法的な位置
づけとしては総会の補助機関である｡ 人権理事会への改組の経緯及び変更点に






ていくことは可能であろう｡ 但し､ 実際には､ それぞれの影響力は大変
小さなものであり､ このような評価の仕方は ｢理想的に過ぎる｣ または
｢危険である｣との反論がありうることに留意しなくてはならない｡


















 Klabbers, Jan,“Constitutionalism Lite, 1 Int’l Org. Law Review (2004),
p.56. ｢立憲的アプローチはまた､ 政治の政治的性質を承認し､ 高度に政治的な決
定を国際組織の内部にせよ､ その他にせよ管理的 (managerial) または専門家の
委員会に委ねるといった誘惑に対して屈しないよう､ 思慮が求められる｡ 政治責任
は､ 他でもない政治的行為主体によって果たされるべきであり､ また密室ではなく
完全に目に見える形で (in full view) 果たされるべきである｡｣
づけることができる｡ 違反を認定されたベルギーが､ 2009年以降､ 安保理























 2010年６月３日､ 事務総長は最初のOPとして､ カナダ出身のKimberly Prost
氏を任命した｡ 彼女は､ 元カナダ連邦検事であり､ ICTYの判事 (ad litem)
や国連薬物犯罪事務所 (UNODC) 法務部門の長などを歴任しており､ 決議
1904の第20項に掲げられた ｢法律､ 人権､ テロ対策及び制裁といった関連分野
における経験を有する高名な個人｣ として適任と思われる｡ なお､ 彼女は着任
後の７月15日に開催されたプレス発表で､ OPの独立性と､ リスト化された個
人のOPへのアクセシビリティが重要であると述べている｡ 今後の実践に注目
したい｡ 詳細はOPのHPを参照｡ http://www.un.org/en/sc/ombudsperson/
いずれにせよ､ 国際人権規範の保護・実現に大きな役割を担う規約委
員会の動きが安保理との関係においても､ もっと注目されても良いように
思われる｡
[完]
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